




































間を大きく騒がせた。 終的には 2019 年 11 月 1 日にその延期が発表されたものの、















2. 民間試験導入の経緯と目的  
 
2.1. 民間外部試験の導入が延期されるまでの経緯  
 2020 年度の大学入試改革は世間の受験生・受験関係者を大きく振り回した。特に英
語民間試験導入案については、2017 年 7 月に文部科学省（以下「文科省」と言う）は
「大学入学共通テスト実施方針」の中で、民間外部試験  （以下「民間試験」と言う）
の導入を公表したにもかかわらず、制度上の不備、識者・世論の猛反発により、2019 年





論の出発点は、1984 年に中曽根内閣の下で設置された臨時教育審議会にある（江利川 , 










2013 年であった。同年 4 月 18 日、自民党教育再生実行本部が「成長戦略に資するグロ





（2018）によると、2016 年 8 月 31 日、文科省が発表した「高大接続改革の進捗状況に
ついて」にあるとされる。同報告においてはじめて、「資格・検定試験の活用のみによ
り英語四技能を評価することを目指す」という方針が示された。そして、2017 年 7 月
の公表につながりその実現化が目指されたものの、その 2 年後の 2019 年の 11 月に延
期が発表された。  
 
2.2. なぜ民間試験なのか  









評価の実現により、高等学校における授業改善を促進」すること、の 3 つだ (1)。  






要領の目標との一致」（小泉 , 2018） と定義できる。以上をまとめたものが図 1 である。  
 ここで注意したいのは、図 1 において矢印 A と矢印 B で表されているように、民間




推進論」であるという点で、大きく異なる（寺沢 , 2019） (2)。  
 



































































1 （高い信頼度）  因果的研究（ランダム化比較実験）  
2 コホート研究（追跡調査等）  
3 介入を経験した人々を非経験者と比較した
相関的研究   
4 事例を集めたもの 
5 （低い信頼度）  専門会の意見 
  現場のデータに基づかない基礎科学的研究
   上記の調査のうちデザインが不適切なもの
（p. 20）  
 
 ここで示されているように、 も信頼性が高いのは、ランダム化比較実験
（Randomized Controlled Trial: RCT）を用いて得られたエビデンスである。事実、教育
政策の研究におけるランダム化比較実験（以下  ”RCT” と言う）の重要性は、ますます















(1) 操作変数法（IV design: Instrumental variable design）   
(2) 回帰分断デザイン（RDD: Regression discontinuity design）   
(3) 中断時系列デザイン（ITS: Interrupted time-series analysis）   
(4) 差の差分析（DiD: Difference-in-differences analysis, 差の差法ともいう）   
(5) 傾向スコア・マッチング（PS: Propensity score matching）   
（p. 49）  
 
 上記の準実験デザインのうち、本稿がテーマとする「大学入試の波及効果」の検証に
有益なのは、中断時系列デザイン、差の差分析の 2 つであると考えられる。  
 まず、中断時系列デザイン（以下  ”ITS” と言う）とは、「時間を軸にして、あるタイ






















 波及効果を検証する別の方法として、差の差分析（以下  “DiD” と言う）があげられ
る。DiD は、「介入群（たとえば、政策の影響を受けたグループ） と対照群 （政策の
影響を受けなかったグループ）の 2 つのグループにおいて、政策導入前と導入後の 2
つのタイミングのデータを入手することからはじまる」（津川 , 2016, p. 59）。  
















































の波及効果の分析に関しては DiD の対象となる。  









これまでの波及効果に関する先行研究でも、ITS や  DiD の方法を採用しているもの
の、以下で述べるリサーチデザインの条件を満たせていないものがほとんどだ。次節
では、ITS や  DiD で得たデータを政策的示唆につなげるためにはどのようなリサーチ
デザインが必要か、過去の先行研究を参考にしつつ述べていく。  
 



























波及効果の分類として、以下の 5 つの指標があげられている（表 2）。  
 





2 Intensity その波及効果はどのくらいの強さを持つか 




5 Value その波及効果はポジティブなものか、ネガティブなものか 









寺沢（2018）は上記の 5 つの指標に加え、政策的観点から、さらに以下の 3 つの指
標の追加を提案している。  
 
1. テストは制度的強制力を持つか、非制度的なものか  
2. 反実仮想モデルかどうか  










持つテストの場合、同時期に介入群と対照群を観測することは不可能なため、ITS や  
DiD といった準実験デザインを用いることで、反実仮想を考慮する必要がある。  
 3 つ目の指標については、「因果効果推定のためのリサーチ」でない限り、政策的示
唆につなげることはできない。「因果効果推定のためのリサーチ」とは、「反実仮想モデ
ル」をもとに仮説の検証を行っているか、という指標である。そのため、2 と 3 の指
標は、ある程度重なる部分があると言ってよいだろう。  
 以上の議論を参考に、波及効果に関する研究を政策的示唆につなげるうえで考慮す
べき条件をまとめたものが表 3 である。  
 
表 3  
波及効果に関する研究で考慮すべき条件 
  考慮すべき条件 関連概念 
1 因果効果推定のためのリサーチか 反実仮想モデル 
2 内的妥当性が担保されているか 交絡因子の除去 





























疑似相関である可能性が高い（図 4）。  
 











































（竹内・水本 , 2014, p. 46 を参考に作成）  
  





及効果については複数の研究で分析がされている（Saida, 2009; Hirai, Fujita, Ito, & O’ki, 






































⻫⽥ (2009) × なし × ×
Hirai et al. (2013) 〇 ITS 〇 ×
⻫⽥ (2013) 〇 ITS 〇 ×



































































5. 結論  
 











































（1） ①  の「グローバル化」を教育改革の根拠とすることの問題点については、寺沢
（2020a: 8 章）  を参照されたい。  




どの程度測れているか、また、使用目的にどの程度合っているか」（小泉 , 2018, p. 38）
を示すものである。2020 年度の入試改革に関するテストの妥当性についての分析は、
小泉（2018） , 宇佐美（2020）に詳しい。  
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